
国産木材活用に関するアンケートについて

令和８年６月３０日
全国知事会 国産木材活用プロジェクトチーム

資料３
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アンケートの目的・調査内容

 PT の活動の進捗状況の可視化に向けて、各都道府県の取組状況を具体的
に確認する

 各都道府県が特に注力する取組分野を明確化し、かつ、対外的に発信するこ
とで、国産木材の活用促進を図る

目 的

1. 各都道府県における「国産木材需要拡大宣言（10項目）」それぞれの取組
状況（令和７年度）
① 取組を実施しているかどうか
② 宣言発表（R1.７）前と比較して、取組を強化（新規・拡充）しているか

⇒ 強化している場合はその取組内容
2. 各都道府県における令和８年度以降に力を入れて取り組む事項

① 宣言項目１～10 から１つ以上選択
② 選択した項目に関する取組予定の内容（概要:１～２行程度）

調査内容
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１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況
 国産木材の需要拡大に向け、各都道府県とも精力的に取り組んでいる
 令和７年度に強化した項目では、「9. 安定供給体制づくり」を挙げた都道府県が増加
 「3. 未活用分野での活用」は、施策強化につながる好事例の横展開が重要

取組
自治体数
（昨年度比）

内容宣言
項目

うち強化
している

自治体数
（昨年度比）

33
（+２）

47
（+１）

自らが整備する公共建築物等について、率先して国産木材の利用に努める。１

22
（▲１）

46
（▲１）

自らが使用する備品や消耗品などについて、国産木材を活用した製品の導入・活用に努める。２

21
（+１）

44
（+１）

木塀の設置など、これまで活用が進んでいなかった分野での国産木材の活用に努める。３

31
（▲1）

46
（▲１）

市区町村における国産木材の活用について、ニーズの把握や助言を行うなど、緊密な連携に努める。４

38
（+１）

47
（±0）

国産木材の活用に関する地域住民の理解が深まるよう、教育活動や広報活動等の充実に努める。５

41
（±0）

46
（±0）

施主となる民間事業者等における国産木材の利用拡大に向けて、積極的な働きかけを行うよう努める。６

35
（▲2）

46
（+１）

非住宅建築物における国産木材の活用拡大を担う建築士等の育成に努める。７

30
（±0）

46
（▲１）

国産木材活用の可能性を拡げる新たな製品・技術の研究開発や普及に努める。８

41
（+5）

47
（±0）

国産木材の需要拡大の取組を推進するため、加工流通施設の能力強化や効率的なサプライチェーンの
構築など、安定供給体制づくりに努める。９

30
（±0）

46
（±0）

国産木材の利用拡大や森林整備に資する意義を踏まえ、花粉発生源対策の推進に努める。１０



強化している取組例（宣言項目別）

 低層の木造化施設率100%を目標として設定

 知事をトップとする利用推進本部を設置して、公共施設の木造化の取組を強化

 整備計画の策定や予算要求前に、担当部署・営繕担当部署との協議を行い、木造化・木質化の

方向性を検討

項目１ 自らが整備する公共建築物等について、率先して国産木材の利用に努める。

１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況

 木材を活用した製品の導入率100%の目標を定め、事務用品の調達計画・実績を調査

 ノベルティグッズや額縁、記念品等に国産木材を活用した製品を導入

 森林組合や木工業者による製品のうち、備品として活用可能な製品をカタログ化

 教育・福祉施設を中心に内装木質化に併せて木製備品の導入を推進

項目２ 自らが使用する備品や消耗品などについて、国産木材を活用した製品の導入・
活用に努める。
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 住宅への木塀や木杭の設置を補助対象に追加

 住宅建築物における横架材（梁など）について、国産木材への転換を推進

 事業者が行う国産木材を活用した新商品・新用途開発の取組を支援

 輸入木材から県産木材への転換を図る事業者への支援を実施

項目３ 木塀の設置など、これまで活用が進んでいなかった分野での国産木材の活用に
努める。

１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況

 市町村に対して相談員や建築士等を派遣、専用相談窓口を設置

 市町村が抱える木材に関する課題・ニーズを踏まえ、調達方法等に関する助言を実施

 公共建築物の発注・設計に携わる職員を対象とした講座やJAS製品材の勉強会を開催

 建築物の木造・木質化の解説資料や、木材を活用した製品調達の仕様書例を提示

項目４ 市区町村における国産木材の活用について、ニーズの把握や助言を行うなど、
緊密な連携に努める。
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 住宅情報誌やSNSを活用して、木材利用が炭素を貯蔵し脱炭素に貢献することを紹介

 民間企業と連携したプロモーション活動や、木材利用の必要性を学ぶイベントの開催

 体験型木育イベントの開催や、木育インストラクターの育成

 木の家や木材利用の意義などを記した広報誌を、幼稚園・保育施設・小中学校へ配布

項目５ 国産木材の活用に関する地域住民の理解が深まるよう、教育活動や広報活動
等の充実に努める。

１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況

 民間事業者を対象とした木造建築物の現地見学会等を実施

 国産木材を活用した民間施設の建築主に対する補助制度を拡充

 木造ビル普及に向けた民間事業者対象のフォーラムを開催

 国産木材の利用量に応じた定額助成の実施

項目６ 施主となる民間事業者等における国産木材の利用拡大に向けて、積極的な
働きかけを行うよう努める。
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 中大規模木造建築物の設計者を育成するための講習会、スキルアップ研修等を開催

 木造に関する知識・技術を習得したい建築士や、大学等で木造に関する学習機会の少ない建築系学

生を対象に講座を開催

 建築士・工務店関係者向けに国産木材利用施設の構造見学等を行う研修会を開催

項目７ 非住宅建築物における国産木材の活用拡大を担う建築士等の育成に努める。

１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況

 関係団体、メーカー等と連携し、商品開発に係る意見交換を行うとともに、展示会等に出品

 民間事業者による製品開発を支援

 試験研究機関において建材メーカーと連携し、新しい木質ボードの研究開発を実施

 大断面材などの未利用材の乾燥技術の確立に向けた検討

項目8 国産木材活用の可能性を拡げる新たな製品・技術の研究開発や普及に努める。
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 生産コストの低減や生産性の向上等能力強化に資する加工機械導入経費を支援

 川上から川下までの事業連携を支援するマッチングサイトを開設

 原木市場と素材生産者、製材所等が原木の需給情報を共有できる流通システムの構築・開発支援

 先進技術の導入による供給力の強化、デジタル技術活用による需給情報システムの構築

項目９ 国産木材の需要拡大の取組を推進するため、加工流通施設の能力強化や効
率的なサプライチェーンの構築など、安定供給体制づくりに努める。

１．「国産木材需要拡大宣言」令和7年度取組状況

 高齢級林を中心に皆伐施業を推進

 花粉症対策スギなど、エリートツリーの安定供給に必要な採種園の整備

 少花粉コンテナ苗を増産し、コンテナ苗を使用した低コスト一貫作業による伐採・再造林を推進

 花粉の少ないスギへの植え替えに対する支援（例:造林補助金等の嵩上げ）

項目10 国産木材の利用拡大や森林整備に資する意義を踏まえ、花粉発生源対策の
推進に努める。
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2. 令和８年度以降に注力する事項 （1/７）

内容宣言
項目自治体名

道産木材を使用した非住宅建築物や住宅を「HOKKAIDO WOOD BUILDING」や「HOKKAIDO WOOD 
HOUSE」として登録・認定するとともに、モデル性やPR効果が高い建築物等を表彰することにより、道産木材の利用促進
に取り組む。

６北海道

県産材を使いこなす設計・施工者を育成するため、民間建築物（非住宅含む）への県産材利用量に応じた定額助成
を実施する。（上限５０万円/棟、助成件数:８０棟程度）6青森県

大船渡市、大槌町林野火災の被災木利用の促進にあたり、市町と一体的に取り組む。４岩手県

補助事業を活用した加工流通施設の機能強化を図るとともに、民間の非住宅建築物の補助や木材輸出事業を通し
て、国産木材の新たな需要拡大を図る。９宮城県

あきた材の普及活動と利用推進に取り組む工務店等との連携を強化し、住宅における県産材利用の推進を図る９秋田県

「やまがた木造設計マイスター」と建設会社のマッチング体制を構築する。７山形県

県有建築物の木造化・木質化の検討１福島県

非住宅分野における県産木材の需要拡大を図るため、モデル建築物に対する補助を実施6茨城県

新たな木材需要を獲得するため、栃木県木材業協同組合連合会内に設置された木材コーディネーターと連携し、Ｓ造
やＲＣ造が主流となっている店舗等小規模非住宅建築物において、県の補助事業である「とちぎのいい木非住宅建築
物ウッドチェンジ事業」により木造・木質化に取り組んでいく。

6栃木県

敷島公園新水泳場整備事業において、屋内プールとして国内最大の純木造屋根架構（かこう）を採用し、群馬県産
木材を積極的に活用する。（令和10年11月完成予定）１

群馬県
令和８年度から、店舗等集客の期待できる非住宅を整備する民間の施主に対して、木造化・木質化に係る経費を支
援する制度を新設し、更なる民間非住宅部門での木材利用の促進を図る。(年度末までに10施設の事業実施を想定)7
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内容宣言
項目自治体名

令和８年４月１日施行の埼玉県県産木材利用促進条例に基づき、一層の取組強化に努める。１･２

埼玉県
令和８年４月１日施行の埼玉県県産木材利用促進条例に基づき、一層の連携強化に努める。４

令和８年４月１日施行の埼玉県県産木材利用促進条例に基づき、県民理解の醸成に取り組む。５

令和８年４月１日施行の埼玉県県産木材利用促進条例に基づき、県産木材供給体制の一層の強化に取り組む。９

公共建築物等の多くの県民の目に触れる展示効果の高い施設における内装等の木質化や、木製品の導入経費に対
する助成を行う。６千葉県

都営住宅の建替えにおいて、集会所の内装材の一部や住戸の構造内装材に国産木材の使用を推進１

東京都

令和８年度に公共施設における多摩産材等を利用した木造化や内装木質化、木製什器、木製外構施設等の整備
を行う自治体への支援（補助事業）を強化。事業対象に国産材も含めることで、相乗効果により多摩産材の一層の
推進を図る。

４

• 大臣認定取得費及びスプリンクラー設備等の設置費の補助制度を活用した構造木質化事例を紹介することにより、
木材利用促進に係る取組の普及啓発を推進する。

• 設計者・施工者等を対象とした中層木造住宅（３～５階程度）に関する勉強会の開催により技術力の向上を図
り、設計者等による施主等に対する木材利用の働きかけを促していく。

６

間伐対象地を拡大し、森林整備を推進10

令和５年度に実施を始めた普及イベントを今後も継続展開することで、事業効果の浸透を図る。5神奈川県

住宅分野における需要開拓や非住宅分野における需要創出に向けた課題整理等を行うとともに、原木確保に向けた
体制構築等を進め、県産集成材工場の整備に向けて検討する。９新潟県
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内容宣言
項目自治体名

「富山県内での木造建築の建て方～コスト編～」の作成６富山県

「令和6年能登半島地震」、「令和6年9月21日からの低気圧と前線による大雨災害」の被災者の住宅再建に際し、
石川県産材を一定量使用した住宅に対して助成を行うことで、県産材の利用を促進する。6石川県

民間建築物での木造化をさらに推進するため、一般流通材を使用した規格型木造設計プランを作成し、関係者に広く
周知する。６福井県

令和8年度から、性能・品質において一定の基準を満たす住宅に加えて、非住宅建築物に対し、県産材の利用状況に
応じて補助を行う制度を創設し、需要面からも県産材の利用促進に取り組む。また、非住宅建築物の県産材の使用
量に応じてCO2量を認定する制度を創設し、企業等の県産材使用を促進する。

６
山梨県

県産材のサプライチェーンに関わる事業者の調査及び課題の分析を行い、県内の林業・木材産業の収益力向上に向け
た戦略を策定するとともに、効率的で県産材の付加価値を最大化するサプライチェーンの構築を進める。９

県が整備する公共建築物及び公共土木施設において使用する木材は法令の規定等により使用を指定できない場合
等を除いて県産材とする。また、非住宅分野での県産材の利用を促進するための支援を行う。１⾧野県

県民や企業による木材利用への理解を醸成するため、「岐阜県木の国・山の国県産材利用促進条例」（令和4年12
月20日施行、岐阜県条例第45号）に基づき、「県産材利用促進協定制度」や「CO2貯蔵量認証制度」、「表彰」を
実施するとともに、建築物の木造化・木質化が健康面に好影響をもたらすことについてもPRを行い、民間事業者等にお
ける県産材の積極的な利用を促進する。

６岐阜県

県産材利用の趣旨に賛同する企業等と協定を締結し、広報等を通じて企業等の県産材利用の取組を支援するととも
に、県内全域で県産材利用を広げていくため、企業、建築・木材供給関係団体などの川上から川下までの幅広い関係
者が参画するブラットフォームづくりに取り組む。

6静岡県

公共建築物だけでなく、広く民間建築物において木造・木質化を推進する。
2030年度目標として、県産木材の利用及び供給量を21.0万㎥/年とする。6愛知県
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内容宣言
項目自治体名

平成30年度から実施している木造建築設計セミナーの内容を拡充させ、県内にほとんどいない３階以上の木造建築物の
設計ができる設計士の育成に取り組む。７三重県

公共施設における木造化・木質化をすすめるために、SHK制度等を活用した木材利用効果の「見える化」を進める。１
滋賀県

令和７年度に整備した県立木育施設「しがモック」を拠点とし、県内に木育の取組を広げる。５

令和８年度から、不特定多数の府民が利用するPR効果や発信力の高いランドマークとなる施設などにおいて木造・木
質化を推進１京都府

府産材の安定供給を図るため、木材利用の相談対応から需給調整、各種手続きの支援までを総合的に行うワンストッ
プ窓口を設置し、安定供給体制の強化を行う。９大阪府

兵庫県木材業協働組合連合会に設置した「ひょうご木づかいサポートオフィス」と連携し、県内市町に対する公共建築
物への木材利用の働きかけ、防耐火や低コスト化等の技術的助言に取り組む。4

兵庫県

ひょうご木製品マイスターとの協働、 「ひょうごの木」Creation Baseのプロモーション活動に加え、建築物の木造化や木
材利用の効果の「見える化」及び幅広い年代を対象とした木育活動の推進を通じて、県産木材のさらなる認知度向上
に取り組む。

5

「ひょうご森づくりサポートセンター」では主に市町に対する働きかけを行ってきたが、新たに設置した「ひょうご木づかいサポー
トオフィス」においては、民間事業者への働きかけ、防耐火や低コスト化等の技術的助言にも注力していく。６

県建築士会や県建築士事務所協会と連携して建築士養成セミナーや研修会を開催し、木造建築の設計提案ができ
る建築士の育成に取り組む。７

部局を跨いだプロジェクトチームによる住宅・県有施設の脱炭素化・木造木質化のガイドラインの作成。１奈良県
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2. 令和８年度以降に注力する事項 （４/７）



内容宣言
項目自治体名

県内外民間非住宅建築物の木造・木質化の更なる推進を図るため補助予算を拡大6
和歌山県

素材生産量の増加に併せ実施している県内製材所等の加工能力強化支援について新設の施設整備に加えて機能強
化の施設整備の支援を拡充９

木育インストラクター養成講座及びフォローアップ講座を開催する。
また、木育インストラクターを中心とした木育の推進モデルとなる活動を支援し、県民の木材利用への理解を深め、県産材
の利用拡大に繋げる。

５

鳥取県 木造建築物の構造設計や木造化をコーディネートできる若手設計者の重点育成（県外林業大学校やモデル構法に取
組む設計事務所等での実地研修等）を行う。７

民間主導でR7年度に設立され、県も参画している非住宅木造の推進組織が計画している試設計、実証試験について、
フォローアップしながら取組を推進していく。８

製材用原木の需要拡大を図るため、製材工場の新設・規模拡大等を推進するとともに、木材製品の県外への販路拡
大を進め、製材力の強化を図る。9島根県

• 木造化率が低位である中大規模建築物や非住宅建築物での木造化・木質化を促進し、県産材の需要拡大を推進
する。

• 民間事業者等と締結した建築物木材利用促進協定により、県産材の利用拡大に向けた情報交換等を行い連携し
ていく。また、県建築士会との協定（締結に向け調整中）を踏まえ、引き続き、市町村や民間事業者等への木造建
築普及セミナーの実施や県産材サポート窓口を設置するとともに、木材の需給調整の助言等をサポート窓口に加え、
中大規模建築物への県産材利用を促進する。

• 特にＲ３年度以降は、主としておかやま森づくり県民税を活用しており、木材利用を視覚的に分かりやすく使用した施
設に助成を絞り込むなど、より普及効果の高い施策を重点的に推進している。

3

岡山県 ４

７
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2. 令和８年度以降に注力する事項 （５/７）



内容宣言
項目自治体名

令和８年度に、優良な非住宅木造建築物を表彰する取組や、県産材等を活用する非住宅の建築設計費の一部を
補助する取組を進める。７

広島県
令和８年度に、国庫補助を活用し、県内プレカット加工施設装置を機能強化。９

県産木材の更なる需要拡大に向け、引き続き、需給調整体制の構築に取り組む。９山口県

市区町村の林業関係課及び建築関係課との連携を密に図り、市町村の建築予定施設情報を把握するとともに、木造
化・木質化への働きかけを強化する。また、県木材利用推進連絡協議会と連携し、建築に関する専門的な知識や技
術のサポート体制を構築する。

４徳島県

SNS等による動画配信や商業施設での県産木材製品の展示・販売を行い、「かがわヒノキ」等県産木材の認知度向上に
取り組む。５

香川県
県産木材の安定供給に向け、加工流通体制の強化に取り組む。（新たな木材加工施設の整備）９

県内に事業所を有する民間事業者に対し、建築物木材利用促進協定及び民間建築物木材利用支援事業を周知
するほか、「設計～施工～加工～供給」をセット提案できる体制構築に取り組み、自社店舗や事務所等の木造化・内
装木質化を働きかける。

6愛媛県

木造化率が低位である非住宅建築物や中高層住宅の木造化を促進する。（高知県環境不動産制度の普及）6
高知県

花粉の少ない苗木の生産拡大に向けた採種園・採穂園の整備を推進する。10

県内製材工場とＣＬＴ製造企業との連携による流通経費の低コスト化を実証9福岡県
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2. 令和８年度以降に注力する事項 （６/７）



内容宣言
項目自治体名

前年度から引続き、さがの木の建築推進協議会による市町訪問に加え、建築計画に関する情報収集等と民間企業等
への木材利用に関する普及啓発を積極的に行う。６佐賀県

県産木材の利用を促進するため、民間の「ウッドチェンジスペース」及び「教育・保育スペース」における県産木材を活用し
た木質化・木製品導入の取組並びに県産木材を活用した木製品等の開発について支援6⾧崎県

木造住宅において、国産材利用割合が低位となっている横架材の国産材転換に向けた取組みを支援する。３熊本県

非住宅建築物の木造化・木質化を推進するため、建築物木材利用促進協定を締結した事業者が整備するＰＲ効果が
高い建築物の木造化・木質化を支援する。
（令和8年度 １箇所木質化予定）

6大分県

木造建築物に関わる木造マイスター（建築士）をはじめ、建築、林業、木材産業の関係者など幅広い分野で構成される
「みやざき木の建築推進協議会」を設置し、実際に県産材を活用した建築をする際のアドバイスや普及啓発に取り組むこ
とで民間での非住宅木造建築物の建築を推進する。

７宮崎県

非住宅建築物への木造利用を促進するため、設計技術者や加工業者等が、木造建築に関する設計・施工のノウハウ
を相互に取得しやすいネットワークを構築する。７鹿児島県

木材利用推進として国産材のブランド価値向上を図るため、県内外において国産材を使用した木工製品の販促イベン
トを実施する。5沖縄県
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2. 令和８年度以降に注力する事項 （７/７）


